国際共同研究事業　令和元年度(2019年度)　中国との国際共同研究プログラム
＜申請内容＞

	(1) Abstract
主に研究の内容について、本申請の概要を英文で、1ページ以内で記載すること。

	


	(2) 研究目的
　本欄には、研究の全体構想及びその中での本研究の具体的な目的に関して、次の点について焦点を絞り、具体的かつ明確に記述すること。

1 研究の学術的背景（本研究に関連する国内・国外の研究動向及び位置づけ、申請者のこれまでの研究成果を踏まえ着想に至った経緯等。）

2 本研究の目的および学術的独自性と創造性
3 研究期間内に何をどのように、どこまで明らかにしようとするのか
4 相手国側研究者との研究協力の必要性と意義

5 本事業による共同研究が終了したときに予想される広い意味での社会的貢献及び将来の見通し

6 若手研究者養成への貢献

	


	研究目的（つづき）

	


	研究目的（つづき）

	

	(3) 研究の準備状況及び研究計画・方法

　本欄には、研究目的を達成するための準備状況及び具体的な研究計画・方法を記述し、特に次の点について明示すること。

1 研究目的達成までの具体的な道筋

2 相手国側研究者との連絡調整の状況など、研究着手に向けての状況

3 各国の研究チームの役割分担

4 日本側研究代表者及び主な参加者の具体的な役割

	


	研究の準備状況及び研究計画・方法（つづき）

	

	研究の準備状況及び研究計画・方法（つづき）

	


	(4) 研究業績
本欄には、研究代表者及び主な日本側参加者が最近5か年間に発表した論文、著書、産業財産権、招待講演のうち、本研究に関連する重要なものを選定し、現在から順に発表年次を過去にさかのぼり、発表年（暦年）毎に線で区別し、通し番号を付して記入すること。なお、学術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに限る。また、査読の有無について記載すること。

	出版年
	研究代表者及び主な日本側参加者の氏名
	通し番号、書誌情報等（学術論文の場合は論文名、著者名、掲載誌名、巻号や頁等、発表年（西暦）、など、当該業績を同定するのに十分な情報を記載すること）なお、著者名等のうち研究代表者と主な日本側参加者には下線を引くこと。

	2019
以降

	
	

	2018

	
	

	2017

	
	

	2016

	
	

	2015

	
	


	研究業績（つづき）

	出版年
	研究代表者及び主な日本側参加者の氏名
	通し番号、書誌情報等（学術論文の場合は論文名、著者名、掲載誌名、巻号や頁等、発表年（西暦）、など、当該業績を同定するのに十分な情報を記載すること）なお、著者名等のうち研究代表者と主な日本側参加者には下線を引くこと。

	
	
	


	研究業績（つづき）

	出版年
	研究代表者及び主な日本側参加者の氏名
	通し番号、書誌情報等（学術論文の場合は論文名、著者名、掲載誌名、巻号や頁等、発表年（西暦）、など、当該業績を同定するのに十分な情報を記載すること）なお、著者名等のうち研究代表者と主な日本側参加者には下線を引くこと。

	
	
	

	(5) 応募者の研究遂行能力及び研究環境
本欄には日本側研究代表者及び主な日本側参加者の研究計画の実行可能性を示すため、「これまでの研究活動」と「研究環境（研究遂行に必要な研究施設・設備・研究資料等を含む）」について記述すること（(4)に記載した研究業績に言及する場合は通し番号を明示すること）。また、これまでの国際的な研究活動（本会事業に限らない）の実績（見込みを含む）と本申請との間に関連性がある場合は、具体的に記入すること。なお、「これまでの研究活動」の記述には、研究活動を中断していた期間がある場合にはその説明などを含めてもよい。

	

	応募者の研究遂行能力及び研究環境（つづき）

	

	(6) 人権の保護及び法令等の遵守への対応

本欄には、研究計画を遂行するに当たって、研究対象者の同意・協力を必要とする研究、個人情報の取扱いの配慮を必要とする研究、生命倫理・安全対策に対する取組を必要とする研究など指針・法令等（国際共同研究を行う相手国及び研究を実施する国・地域の指針・法令等を含む）に基づく手続きが必要な研究が含まれている場合に、どのような対策や措置を講じるのか記述すること。例えば、個人情報を伴うアンケート調査・インタビュー調査・行動調査（個人履歴・映像を含む）、国内外の文化遺産の調査等、提供を受けた試料の使用、侵襲性を伴う研究、ヒト遺伝子解析研究、遺伝子組換え実験、動物実験など、研究機関内外の情報委員会や倫理委員会等における承認手続きが必要となる調査・研究・実験などが対象となるため、手続きの状況も具体的に記述すること。

	1 該当あり（　）　該当がある場合には左記に○印を付した上、対応を下記に記入すること
2 該当無し（　）　該当がない場合には左記に○印を付すこと
＜「該当あり」の場合の対応方法＞



	(7) 研究経費の必要性

本欄には、「研究計画・方法」欄で述べた研究規模、研究体制等を踏まえ、次頁以降に記入する研究経費の必要性のうち、金額の大きいものや特に説明が必要なものについて記述すること（研究経費の９０％を超える費目には必ず説明を加えること）。

	

	(8) 経費
（注意点）
1. 相手国側参加者に係る経費は計上できません。

2. 各会計年度の研究経費合計額は1000万円以内、かつ全研究期間（5年間かつ6会計年度）に対する支給額総計は5000万円以内とし、これを超える申請は受け付けません。
3. 計上にあたっては消費税及び地方消費税相当額を含めること。



(8)-1　経費概要

（金額単位：千円）

	年度
	研究経費
	合計

	
	設備備品費
	消耗品費
	旅費
	人件費・

謝金等
	その他
	

	
	
	
	国内旅費
	外国旅費
	
	
	

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	


(8)-2　各経費の明細
（金額単位：千円）
	設備備品費の明細
	消耗品費の明細

	年度
	品名・仕様

（数量×単価）（設置機関）
	金　額
	品名
	金　額

	1
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	

	2
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	

	3
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	

	4
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	

	5
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	

	6
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	


（金額単位：千円）
	旅費等の明細

	年度
	国内旅費・
	外国旅費
	人件費・謝金等
	そ　の　他

	
	事　項
	金額
	事　項
	金額
	事　項
	金額
	事　項
	金額

	1
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	
	計
	
	計
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	
	計
	
	計
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	
	計
	
	計
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	
	計
	
	計
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	
	計
	
	計
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	計
	
	計
	
	計
	


各項目欄について指定の無い項目の枠の拡大・縮小等の変更、新設、記入しない項目の省略等様式に加工を施すことは認めません。
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